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社会福祉法人ともしび会 

光峰苑居宅介護支援センター管理運営規程 

 

 

第１章 総  則 

 

（趣 旨） 

第１条 この規程は、社会福祉法人ともしび会（以下「法人」という。）が設置運営

する指定居宅介護支援事業所光峰苑居宅介護支援センター（以下「支援センター」

という。）の適正な管理運営を図るため、必要な事項を定めるものとする。 

 

（支援センターの目的及び運営方針） 

第２条 支援センターは、利用者一人ひとりの意思及び人格を尊重し、居宅介護計画

又は介護予防居宅介護計画（以下「介護予防計画」という。）に基づき、利用者が

要介護状態となった場合においても、可能な限り居宅において、その有する能力に

応じ自立した日常生活を営むことができるように、事業所の介護支援専門員又はそ

の他の従業者（以下「介護支援専門員等」という。）が要介護状態にある高齢者に

対し、適正な指定居宅介護支援を提供することを目的とするものである。 

２ 支援センターは、常に利用者等の立場に立って、利用者の心身の状況、その置か

れている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、居宅介護計画又は介護予防計画

に沿って、適切な保健・医療・福祉等のサービスが、多様な事業者から総合的かつ

効果的に提供されるよう中立・公正な立場で調整を図るものとする。 

３ 事業の実施にあたっては、関係市町村、地域包括支援センター、他の居宅介護支

援事業所、介護保険施設等との連携に努める。 

 

（事業所の名称及び所在地） 

第３条 事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

① 名 称  指定居宅介護支援事業所 

     光峰苑居宅介護支援センター 

② 所在地  秋田市添川字矢坂１６番地１ 

 

（事業の実施地域） 

第４条 通常の事業の実施地域は、秋田市の区域（除旧河辺町及び雄和町）とする。 

 

 

第２章 職員及び職務内容 

 

（職員の職種、員数及び職務内容） 
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第５条 施設に勤務する職員の職種、員数及び職務内容は、次のとおりとする。 

① 管理者 １名 支援センターの業務を統括し、職員の指揮監督を行う。 

② 介護支援専門員 ２名以上 利用者の居宅介護計画又は介護予防計画の作

成、進行管理及び評価を行うとともに、介護支援等を行う。 

 

（職員の勤務体制等） 

第６条 支援センターの職員の勤務体制は、法人就業規則に定めるところによる。 

２ 管理者は、毎月の勤務割表を、その前月の２５日までに策定のうえ、職員に周知

するものとする。 

 

 

第３章 営業日、営業時間、利用定員等 

 

（営業日及び営業時間） 

第７条 支援センターの営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

①  営業日 年末年始及び日曜日、土曜日を除き、毎週月曜日から金曜日まで

とする。ただし、緊急やむを得ない場合はこの限りでない。 

② 営業時間 午前８時３０分から午後５時００分までとする。ただし、電話等

により、２４時間常時連絡が可能な体制とする。 

 

（利用者の権利） 

第８条 利用者は、人種、信条、性別、宗教、社会的身分又は門地により差別的ある

いは優先的取り扱いを受けることはない。 

 

（利 用） 

第９条 支援センターは、要介護又は要支援認定を受け利用を希望する者からの申出

があったときは、当該申出者との契約により利用させることができるものとする。 

 

（利用の終了） 

第１０条 利用者が次の各号の一に該当する場合は、契約を解除し利用終了とするも

のとする。 

① 利用者から利用終了の申出があったとき。 

② 介護認定審査により、要介護度に変更が生じ自立等と認定されたとき。 

③ 利用者が、介護保険施設に入所したとき。 

④ 利用者が死亡したとき。 

⑤ この規程に違反したとき。 

 

 

第４章 サービス内容及び費用の額 
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（サービスの取扱方針） 

第１１条 支援センターは、居宅介護計画に基づく居宅サービス又は介護予防計画に

基づく介護予防サービスの提供に当たって、利用者がその有する能力に応じて、自

らの生活様式及び生活習慣に沿って自立的な日常生活を営むことができるようにす

るため、利用者の日常生活上の活動について必要な援助を行うものとする。 

２ 支援センターは、居宅サービス又は介護予防サービスの提供に当たって、利用者

のプライバシーの確保に配慮するものとする。 

３ 支援センターは、利用者の自立した生活を支援することを基本として、利用者の

要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、その者の心身の状況を常に把握し

ながら、適切に居宅サービス又は介護予防サービスを提供する 

４ 支援センターは、利用者及びその家族の希望並びに利用者について把握された解

決すべき課題に基づき、提供されるサービスの目標及びその達成時期、サービスを

利用するうえでの留意点等を盛り込んだ居宅サービス計画の原案を作成する。ま

た、居宅サービス計画の作成にあたって、利用者から介護支援専門員に対して複数

の指定居宅サービス事業者等の紹介を求めることや、位置付けた指定居宅サービス

事業者等の選定理由の説明を求めることが可能であること、作成した居宅サービス

計画の総数のうち、訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護

（以下、この号において「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅

サービス計画の数が占める割合並びに事業所において作成された居宅サービス計画

に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうち、同一の指定居宅サービス事業者又

は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものの占める割合等につき、

説明を行うものとする。 

５ 支援センターは、自らその提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を

図るものとする。 

 

（サービス内容） 

第１２条 支援センターは、居宅サービス又は介護予防サービスとして、次のサービ

スを提供する。 

① 居宅サービス計画又は介護予防サービス計画の作成 

② 当該地域における指定居宅介護支援事業者等に関する情報の提供 

③ 要介護認定の申請、変更申請事務等の代行 

④ サービス提供事業者との連絡調整 

 

（相談及び援助） 

第１３条 支援センターは、常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的

確な把握に努め、利用者又はその家族に対し、その相談に適切に応じるとともに、

必要な助言その他の援助を行うものとする。 

 

（事業継続計画（ＢＣＰ）の策定について） 

第１５条 支援センターは、風水害、地震、火災等の非常災害時の事業継続計画を策
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定しなければならない。 

２ 支援センターは、事業継続計画（ＢＣＰ）を作成し防災管理規程第３３条で定め

ることとする。 

２ 支援センターは、感染症が発生し、又は蔓延しないように必要な措置を講ずるよ

う努めるものとし、事業の継続のため、事業継続計画（ＢＣＰ）を作成する。 

３ 支援センターは、事業継続計画（ＢＣＰ）を作成し防災管理規程第３３条で定め

ることとする。 

 

（費用の額） 

第１６条 利用者が要介護又は要支援認定を受けている者のサービスの利用に係る費

用の額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとし、法定代理受領サービスであ

るときは、利用者からは利用料を徴収しないものとする。 

 

 

第５章 その他運営に関する事項 

 

（苦情・ハラスメント処理） 

第１７条 支援センターは、提供した居宅サービス又は介護予防サービスに関する利

用者又はそのご家族等からの苦情・ハラスメントに迅速かつ適切に対応するため

に、苦情受付窓口を設置する等の必要な措置を講ずるものとする。 

 

（虐待防止に関する事項） 

第１９条 支援センターは、入所者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止

するため次の措置を講ずるものとする。 

（１） 虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について

従業者に周知徹底を図る 

（２） 虐待防止のための指針の整備 

（３） 虐待を防止するための定期的な研修の実施 

（４） 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 

２ 支援センターは、サービス提供中に、当該施設従業者又は養護者（入所者の家

族等高齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる入所者を発見した

場合は、速やかに、これを市町村に通報するものとする。 

 

（秘密保持等） 

第１８条 支援センター職員は、正当な理由がなく、業務上知り得た利用者又はその

家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 支援センターは、居宅介護支援事業者等に対して、利用者に関する情報を提供す

る際には、あらかじめ文書により利用者の同意を得るものとする。 
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（記録の整備） 

第１９条 支援センターは、利用者に対する居宅サービス又は介護予防サービスの提

供に関する諸記録を整備し、その完結の日から２年間保存しなければならない。 

 

（重要事項説明書の供覧） 

第２０条 支援センターは、当該事業所の見やすい場所に、事業所の概要、サービス

内容、職員の配置及び勤務体制、費用の額、その他サービスの選択に資すると認め

られる重要事項を記載した説明書を備え付け、利用者を始め広く一般の供覧に付す

るものとする。 

 

（附 則） 

１ この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ 社会福祉法人ともしび会光峰苑在宅介護支援センター管理規程及び社会福祉法人

ともしび会光峰苑居宅介護支援センター運営規程は、廃止する。 

３ この規程は令和３年３月１日から施行する。 

４ この規程は令和６年３月１日から施行する。 

５ この規程は令和６年４月１日から施行する。 


